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独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項 

の制定について（通知） 

 

 

 このことについて、下記のとおり理事長裁定を制定したのでお知らせします。 

 

 

記 

 

【理事長裁定】 

 ・独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項 

  （令和３年２月１８日理事長裁定） 

 

 

 

 

 

 

 

（本件連絡先） 

  本部事務局学務課学務係 

TEL：042-662-3180 

E-mail: gakumu@kosen-k.go.jp 



 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項 

 

理事長裁定 

制定 令和 ３年 ２月１８日 

 

（目的） 

第１条 この要項は，国立高等専門学校（以下「学校」という。）に在学する学生が

教育研究活動を円滑に遂行していくうえで，学校と連携し，学生を指導・支援する

立場にある者（以下「保護者等」という。）に関して，必要な事項を定めるものと

する。 

 

（保護者等の要件） 

第２条 保護者等とすることができる者は，学生が未成年の場合においてはその親権

者又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条，第６条の４及び第７条で

定める学生を監護する者若しくは監護する施設等の長とする。また，学生が成年の

場合においては３親等以内の親族とする。 

２ 前項の要件に合った保護者等が選定できない場合は，独立の生計を営む成年者で

あり，学生の指導・支援への意向のある者とする。 

 

（保護者等による入学時の誓約） 

第３条 学生は，入学時に，学校で定めた誓約書により保護者等の連署を得て，入学

する学校の校長に提出するものとする。 

２ 前項の誓約書は別紙様式１を基に学校で作成するものとする。 

３ 学生は，誓約書に連署した保護者等を変更する場合又は保護者等の住所等変更が

あった場合は，学校の定める様式により，保護者等の連署を得て，速やかに学校に

提出するものとする。 

 

（保護者等の義務） 

第４条 保護者等は，学生の在学中における行為について，学則等の諸規則を遵守す

るよう学生を指導・監督する責任を負う。 

２ 保護者等は，学生が在学中に事件・事故等により，その生命若しくは身体に危険

を及ぼし，又は財産に重大な損害を及ぼす時若しくはその恐れのある時には，学校

と連携して，学生の保護に努めなければならない。 

 

（学生の身分異動等） 

第５条 学校は，学生が次に掲げる事項について学校に許可又は届け出を行う場合に

ついては，学校の定める様式により，保護者等の連署を得て，学校に提出させるも

のとし，その許可状況等について保護者等に通知するものとする。 

 一 退学 



 

 

 二 休学 

 三 復学 

 四 転学 

 五 留学 

 六 転学科 

七 授業料免除申請（徴収猶予を含む。） 

八 入寮申請 

 九 改姓及び改名 

 十 その他学生の身分異動に関すること 

 

（保護者等への通知） 

第６条 学校は次に掲げる学生の情報について，特段の事情がない限り，保護者等に

通知するものとする。 

 一 学業成績 

 二 出席情報 

 三 健康診断情報 

 四 学生が学校から表彰された場合 

 五 学生が学校から懲戒を受けた場合又は懲戒に準ずる指導を受けた場合 

 六 学生が問題行動等を起こした場合 

 七 学生が在学時に怪我や病気等になった場合 

八 その他学生に対する支援又は指導が必要な場合 

 

（緊急時の連絡） 

第７条 保護者等は緊急時に学校からの連絡を受けることができる連絡手段をあらか

じめ学校に伝えるものとする。 

２ 学校は，学生が事件事故等により被害にあった場合又はその恐れのある場合等の

緊急時には，前項に定める連絡手段を用いて，直ちに保護者等に連絡しなければな

らない。 

 

（保護者等への情報提供） 

第８条 学校は，保護者等に対し，学校の広報誌，学事日程等必要な情報について，

原則情報提供するものとする。 

 

（保護者等による入寮時の誓約） 

第９条 学校の寄宿舎に入寮する学生（以下「寮生」という。）は，学校で定めた入

寮誓約書により保護者等の連署を得て，校長に提出するものとする。 

２ 前項の誓約書は別紙様式２を基に学校で作成するものとする。 

３ 学生は，保護者等を変更する場合又は保護者等の住所等変更があった場合は，学

校の定める様式により，保護者等の連署を得て，速やかに学校に提出するものとす



 

 

る。 

 

（寮生の保護者等の義務） 

第１０条 保護者等は，寮生の在寮中における行為について，学則及び学生寮の諸規

則を遵守するよう寮生を指導・監督する責任を負う。 

２ 保護者等は，寮生が在寮中に事件・事故等により，その生命若しくは身体に危険

を及ぼし，又は財産に重大な損害を及ぼす時，若しくはその恐れのある時には，学

校と連携して，寮生の保護に努めなければならない。 

 

（寮生の保護者等への通知） 

第１１条 学校は次に掲げる寮生の情報について，特段の事情がない限り，保護者等

に通知するものとする。 

 一 寮生が在寮時に学校から懲戒を受けた場合又は懲戒に準ずる指導を受けた場合 

二 寮生が在寮時に問題行動を起こした場合 

 三 寮生が在寮時に怪我や病気等になった場合 

 四 寮生の継続入寮等に関する事項 

五 その他寮生に対する支援又は指導が必要な場合 

 

（緊急時の連絡） 

第１２条 保護者等は緊急時に学校からの連絡を受けることができる連絡手段をあら

かじめ学校に伝えるものとする。 

２ 学校は，寮生が事件事故等により被害にあった場合又はその恐れのある場合等の

緊急時には，前項に定める連絡手段を用いて，直ちに保護者等に連絡しなければな

らない。 

 

（寮生の保護者への情報提供） 

第１３条 学校は，寮生の保護者等に対し，学生寮の行事，取り組み等必要な情報に

ついて，原則情報提供するものとする。 

 

（雑則） 

第１４条 この要項に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

 

   附 則（令和３年 ２月１８日 制定） 

１ この要項は，令和３年２月１８日から施行する。ただし，第３条及び第９条の規

定は，令和３年度入学者及び入寮者から適用する。 

 



                              様式１ 

 

入学誓約書 （作成例） 

 

〇〇高等専門学校長 殿 

 

貴校に入学の上は学則等の諸規則が在学中は適用されることについて同意し、

諸規則を遵守することを誓います。 

 

令和  年  月  日 

 

○○高等専門学校 

○○      学科 

氏 名                        （自署） 

 

 

私は、「独立行政法人国立高等専門学校保護者等に関する取扱要項」（令和３

年２月１８日理事長裁定）に基づき、上記の者が貴校に在学中における行為につい

て、学則等の諸規則を遵守するよう指導・監督する責任を負うことを誓約します。 

なお、記載事項に変更が生じたときは、すみやかに本書を再提出いたします。 

 

 

（保護者等） 

住 所 

学生との関係 

氏 名                        （自署） 

緊急連絡先 

 

 

 

保護者等とは，学生が教育研究活動を円滑に遂行していくうえで，学校と連携し，学

生を指導，支援する立場にある者で，学生が未成年の場合においてはその親権者又は

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条，第６条の４及び第７条で定める学

生を監護する者並びに監護する施設等の長とする。また，学生が成年の場合において

は３親等以内の親族とする。要件に合った保護者等が選定できない場合は，独立の生

計を営む成年者であり，学生の指導，支援への意向のある者とする。 



                  様式２ 

 

入寮誓約書（作成例） 

 

〇〇高等専門学校長 殿 

 

貴校学生寮に入寮の上は学則及び学生寮の諸規則が在寮中は適用されること

について同意し、諸規則を遵守することを誓います。 

 

 

令和  年  月  日 

 

○○高等専門学校 

○○      学科 

氏 名                        （自署） 

 

 

私は、「独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項」（令

和３年２月１８日理事長裁定）に基づき、上記の者が貴校の学生寮に在寮中におけ

る行為について、学則及び学生寮の諸規則を遵守するよう指導・監督する責任を

負うことを誓約します。 

なお、記載事項に変更が生じたときは、すみやかに本書を再提出いたします。 

 

 

（保護者等） 

住 所 

学生との関係 

氏 名                        （自署） 

緊急連絡先 

 

 

保護者等とは，学生が教育研究活動を円滑に遂行していくうえで，学校と連携し，学

生を指導，支援する立場にある者で，学生が未成年の場合においてはその親権者又は

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条，第６条の４及び第７条で定める学

生を監護する者並びに監護する施設等の長とする。また，学生が成年の場合において

は３親等以内の親族とする。要件に合った保護者等が選定できない場合は，独立の生

計を営む成年者であり，学生の指導，支援への意向のある者とする。 



 

 

制定概要 

 

〇制定 

 「独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項」 

（令和３年２月１８日理事長裁定） 

 

○制定理由 

 １．高等専門学校において学生が教育研究活動を円滑に遂行していくためには、学

校の教職員による支援はもちろんのこと、学生の「保護者等」の協力が不可欠で

ある。「保護者等」と学校が連携して学生を指導、支援していくために、本要項に

おいて「保護者等」に求める責任の範囲を明文化することにより、学生が安心し

て学修できる環境を作り上げることとする。 

   また、「保護者等」に責任を求める以上、学生の学業成績、出席情報等に関する

教務情報、懲戒や問題行動等に関する指導事案、怪我や病気等の健康面等に関し

て、「保護者等」に通知するよう、改めて明示する。 

 ２．民法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４４号）が令和２年４月１日に

施行されたことにより、保証人に対する責任の範囲の明確化が求められ、この法

律により、「極度額の定めのない個人根保証契約」は無効となった。 

しかし、高等専門学校においては、①「保護者等」が学資等を負担するケース

が多く、「保護者等」を「保証人」としても金銭債務の保全効果は期待できないこ

と、②資力の裏付けのない第三者を「保証人」とした場合でもそれは同様であ

り、また実際に「保証人」に債務の履行を求めるケースは限られると想定される

こと、加えて、③学生が在学中に負担すべき金銭債務は授業料にとどまらず、後

援会費、学生会費等、多種多様な名称・金額のものが存在すること及び④学生の

不法行為に対する損害賠償債務等については当該債務が生じる可能性及び額が不

確定であり、これらを極度額として一律に規定することは困難であること等か

ら、従前の学則により定められていた「保証人」を置くことを改め、代わりに

「保護者等」に関する取扱いを定め、金銭的な債務の保証ではなく、上記に述べ

た学生の身上に関する責任を、「保護者等」が負うこととする。 



 

 

事 務 連 絡 

令和３年２月１８日 

 

各国立高等専門学校長 殿 

 

                       国立高等専門学校機構 

                         事務局長 土生木 茂雄 

 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構保護者等に関する取扱要項の制定 

に係る留意事項等について（通知） 

 

 令和３年２月１８日付け、高機学第１１２号「独立行政法人国立高等専門学校機構保

護者等に関する取扱要項の制定について」で通知しているところですが、運用にあたっ

ての留意事項等について下記のとおりお知らせいたしますので、ご対応いただきますよ

うお願いいたします。 

 

記 

 

１．「保護者等」に関する考え方と「保証人」の廃止について 

今回制定した取扱要項では、学校と連携し，学生を指導・支援する立場にある者とし

て「保護者等」に求める責任の範囲について明文化しました。 

高等専門学校において、学生が教育研究活動を円滑に遂行していくためには、教職員

による支援はもちろんのこと、学生の「保護者等」の協力が不可欠であり、「保護者等」

と学校が連携して学生を指導、支援していくことで、学生が安心して学修できる環境を

作り上げることが今回の取扱要項制定の目的となっております。 

また、「保護者等」に責任を求める以上、学生の学業成績、出席情報等に関する教務

情報、懲戒や問題行動等に関する指導事案、怪我や病気等の健康面等に関して、「保護

者等」に通知するよう、改めて明示しました。 

一方、民法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４４号）が令和２年４月１日

に施行されたことにより、「保証人」に対する責任の範囲の明確化が求められ、この法

律により、「極度額の定めのない個人根保証契約」は無効となりました。 

現在は、入学時や入寮時に「保証人」を選任するよう各高専の学則等で定め、「保証人」

に対し、授業料等の金銭債務及び学生の身上に関する責任を負うこととなっている例や、

「保証人」の責任の範囲が明確になっていない例があることと存じます。 

しかし、高等専門学校においては、①「保護者等」が学資等を負担するケースが多



 

 

く、「保護者等」を「保証人」としても金銭債務の保全効果は期待できないこと、②資

力の裏付けのない第三者を「保証人」とした場合でもそれは同様であり、また実際に

「保証人」に債務の履行を求めるケースは限られると想定されること、加えて、③学

生が在学中に負担すべき金銭債務は授業料にとどまらず、後援会費、学生会費等、多

種多様な名称・金額のものが存在すること及び④学生の不法行為に対する損害賠償債

務等については当該債務が生じる可能性及び額が不確定であり、これらを極度額とし

て一律に規定することは困難であること等から、従前の学則により定められていた

「保証人」を置くことを改め、代わりに「保護者等」に関する取扱いを定め、金銭的

な債務の保証ではなく、上記に述べた学生の身上に関する責任を、「保護者等」に負っ

ていただくこととして考え方を整理しました。 

 

２．各高等専門学校で対応いただきたいこと 

 （１）学則等の規則改正 

  ・各高等専門学校において学則等で規定している「保証人」に関する条文を令和３

年４月１日付けで改正されるようお願いいたします。 

  ・併せて、誓約書等の様式に関しても、理事長裁定で記載例を定めたので、適宜改

正されるようお願いいたします。 

 （２）令和３年度入学生への対応について 

  ・令和３年度入学生に対しては、改正後の学則等に基づくご対応をお願いいたしま

す。 

  ・推薦入学者等、既に既存の様式により対応いただいている場合は、改めて新様式

により再提出の対応をお願いいたします。 

 （３）「保護者等」への適切な連絡について 

  ・上記で説明させていただいたとおり、「保護者等」に責任を求める以上、学生の

学業成績、出席情報等に関する教務情報、懲戒や問題行動等に関する指導事案、怪

我や病気等の健康面等に関して、「保護者等」に確実に通知等していただきますよ

うよろしくお願いいたします。 

  ・今年度は特に、必要な情報が「保護者等」に伝わっていなかったことによるトラ

ブルが相次いでおりますので、ご留意いただきますようお願いいたします。 

 （４）本取扱要項の取扱いについて 

  ・厳密には民法上の定型約款に関する取扱いではありませんが、「保護者等」が誓

約していただく根拠となる本取扱要項について、保護者等にその内容等を周知する

必要があります。つきましては、文書による周知、高等専門学校のホームページや

学生便覧への掲載等、保護者等が確認できる方法で周知いただきますようよろしく

お願いいたします。 

 



 

 

 【本件担当】 

                        本部事務局学務課学務係 

                        TEL 042-662-3180 

                         Mail gakumu@kosen-k.go.jp 
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